
 

また、中⼩企業庁が令和6(2024)年9〜11
⽉に実施した調査によると、⾷品製造業(中
⼩企業)における発注企業から⾒たコスト
増に対する価格転嫁の割合は55.3%となっ
ています1。 

農業⽣産資材や原材料の価格⾼騰は、農
業者や⾷品企業の経営コストの増加に直結
し、最終商品の販売価格まで適切に転嫁で
きなければ、⾷料安定供給の基盤⾃体を弱
体化させかねません。このため、農業者や
製造事業者を始めとする売り⼿がコスト構
造を把握し、買い⼿に説明できるようにす
ることで、コストの実態について消費者等
の理解を得て、⾷料システム全体で合理的な費⽤を考慮した価格形成が⾏われるよう環境
整備を進めていくことが必要です。 
 
((円円滑滑なな価価格格転転嫁嫁やや取取引引のの適適正正化化にに係係るる取取組組をを推推進進))  

政府は、令和3(2021)年に決定した「パートナーシップによる価値創造のための転嫁円
滑化施策パッケージ」に基づき、中⼩企業等が賃上げの原資を確保できるよう、取引事業
者全体のパートナーシップにより、労務費、原材料費、エネルギーコストの上昇分を価格
に適切に転嫁できる環境整備に取り組んできました。 

農林⽔産省では、⾷品製造業者と⼩売業者や、卸売市場の仲卸業者等と⼩売業者との取
引関係において、問題となり得る事例等を⽰した「⾷品製造業者・⼩売業者間における適
正取引推進ガイドライン」及び「卸売市場の仲卸業者等と⼩売業者との間における⽣鮮⾷
料品等の取引の適正化に関するガイドライン」をそれぞれ策定し、これらを普及させるこ
とで、取引上の法令違反の未然防⽌に努めるとともに、事業者の経営努⼒が報われる適正
な取引の推進を図っています。 
 
((22))  合合理理的的なな価価格格のの形形成成にに向向けけたた取取組組がが進進展展  
((合合理理的的なな価価格格のの形形成成にに向向けけたた仕仕組組みみづづくくりり))  

合理的な費⽤を考慮した価格形成の仕組みづくりに当たっては、まず品⽬ごとにコスト
構造の実態を把握し、コストを明確化することが必要です。その上で、当事者間でコスト
について協議を⾏い、価格を決定し、⽣産から消費に⾄る⾷料システム全体で費⽤を考慮
した取引を⾏うことが重要です。さらに、政府全体として物価上昇を上回る賃⾦上昇の普
及や定着を⽬指した取組を推進し、消費者の購買⼒を確保していくことが必要です。 

農林⽔産省では、⾷料の持続的な供給の実現に向けて、⾷料システムの各段階でのコス
ト把握や、⽣産から消費に⾄る⾷料システム全体で合理的な費⽤が考慮される仕組みを検
討することを⽬的として、令和5(2023)年8⽉に⾷料システムの各段階の関係者を構成員と
する「適正な価格形成に関する協議会」を設⽴しました。 

 
1 中⼩企業庁「価格交渉促進⽉間(2024年9⽉)フォローアップ調査」(令和6(2024)年11⽉公表) 
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注：令和5(2023)年9⽉〜6(2024)年2⽉に実施した調査で、有効回
答数は1,325者(複数回答) 

 

特特集集22＿＿合合理理的的なな価価格格のの形形成成ののたためめのの取取組組をを推推進進  
 

⾷料の持続的な供給を実現するためには、⽣産だけでなく、加⼯、流通、⼩売等の各段
階の持続性が確保される必要があり、また、このことを実現することは消費者の利益にも
かなうものです。 

⽣産や流通に係るコストが上昇する中、我が国の農業・⾷品産業において、そのコスト
を適切に価格へ転嫁し、⾷料の持続的な供給を実現するためには、⾷料システムの各段階
でのコストを把握・明確化し、⽣産から消費に⾄る⾷料システム全体で合理的な費⽤が考
慮される仕組みの構築が必要です。また、改正基本法においても、⾷料の価格形成に当た
り持続的な供給に要する合理的な費⽤が考慮されるよう必要な施策を講ずること等が明記
されています。 

以下では、価格転嫁等の動向や、国⺠の理解と納得が得られる合理的な価格の形成のた
めの取組について紹介します。 
 

((11))  農農産産物物とと農農業業⽣⽣産産資資材材のの価価格格動動向向とと課課題題  
((令令和和66((22002244))年年度度下下半半期期のの農農業業交交易易条条件件指指数数はは基基準準年年をを上上回回るる⽔⽔準準でで推推移移))  

農業経営体が購⼊する農業⽣産資材価格に
関する指数である農業⽣産資材価格指数につい
ては、令和3(2021)年以降、肥料や飼料等の価
格⾼騰により上昇し、令和5(2023)年4⽉以降は
横ばい傾向で推移しており、令和7(2025)年2⽉
時点で123.0となっています(図図表表  特特22--11)。⼀⽅、
農業経営体が販売する農産物の⽣産者価格に関
する指数である農産物価格指数については、令
和3(2021)年以降、ほぼ横ばいで推移していま
したが、令和6(2024)年8⽉以降、⽶や野菜等の
価格が⼤きく上昇したことを受け、上昇基調で
推移しており、令和7(2025)年2⽉時点では
136.0となっています。また、農産物価格と農業
⽣産資材価格の相対的な関係の変化を⽰す農業
交易条件指数については、令和2(2020)年の平
均値である100を下回る⽔準で推移していまし
たが、令和5(2023)年10⽉及び令和6(2024)年10
⽉以降は100を上回る⽔準で推移しています。 
 
((ココスストト⾼⾼騰騰にに伴伴うう農農産産物物・・⾷⾷品品へへのの価価格格転転嫁嫁がが課課題題))  

公益社団法⼈⽇本農業法⼈協会
にほんのうぎょうほうじんきょうかい

が令和5(2023)年9⽉〜6(2024)年2⽉に実施した調査に
よると、農業法⼈の経営課題について、「資材コスト(肥料、飼料、農機等)」や「価格転嫁
ができない」等のコストに係る項⽬が上位を占める結果となりました(図図表表  特特22--22)。 
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進していくことが重要です。また、合理的な費⽤を考慮した価格形成の取組を消費者等に
理解してもらう上でも、これらの取組を促進することが求められます。 

農林⽔産省では、令和5(2023)年8⽉から、⾷料システムを構成する幅広い関係者が参加
して議論し、将来にわたって持続的な⾷料システムの実現に向けた施策を検討することを
⽬的として、「⾷品産業の持続的な発展に向けた検討会」を開催しています。 

同検討会では、⾷品産業の持続的な発展を図るため、環境、⼈権、健康・栄養への配慮
等の世界の潮流となっている取組、世界の⾷市場の確保、新たな需要の開拓、原材料の安
定調達、⾷品産業の⽣産性向上、⾷品産業の事業継続・労働⼒確保、⾷品分野の物流効率
化等について検討してきました。これまでの検討を踏まえ、令和6(2024)年8⽉に公表され
た「⾷品産業の持続的な発展に向けた対応⽅向(案）」では、農業と⾷品産業の連携強化、
環境負荷低減等の促進、技術の開発・利⽤の推進等による⾷品の付加価値向上等の取組に
ついて、合理的な費⽤を考慮した価格形成の取組と⼀体として進めることとされました。 
 
((⾷⾷品品産産業業のの持持続続的的なな発発展展とと合合理理的的なな費費⽤⽤をを考考慮慮ししたた価価格格形形成成ののたためめのの法法案案をを国国会会提提出出))  

農林⽔産省では、同協議会や同検討会での議論を踏まえ、合理的な費⽤を考慮した価格
形成と持続的な⾷料システムの確⽴を⼀体の取組として検討しました(図図表表  特特22--55)。 

 

 
 
これを受けて、政府は⾷品等の持続的な供給を実現するため、⾷品産業の持続的な発展

と合理的な費⽤を考慮した価格形成を内容とする「⾷品等の流通の合理化及び取引の適正
化に関する法律及び卸売市場法の⼀部を改正する法律案」(⾷料システム法案)を第217回通
常国会に提出しました。 

同法案では、⽬的規定に⾷料システムにおける⾷品等事業者の役割等を明記するととも
に、⾷品産業の持続的な発展を促すため、農林⽔産業と⾷品産業との連携強化、流通の合
理化、環境負荷の低減、消費者の選択⽀援等に計画的に取り組む⾷品等事業者の認定制度

図表 特2-5 合理的な費⽤を考慮した価格形成と持続的な⾷料システムの確⽴の⼀体的な検討 

資料：農林⽔産省作成 
 

￥￥
〇 合理的な費⽤を考慮した価格形成に関する議論では、単にコスト上昇による価格転嫁を促すばかりでなく、国産原材料の活⽤
や、有機農産物等を通じた環境負荷の抑制等により、付加価値の向上を併せて促進することを求める声。
〇 このため、合理的な費⽤を考慮した価格形成と、持続的な⾷料システムの確⽴を⼀体の取組として併せて検討。

合理的な費⽤を考慮した価格形成を実現 ⾷品の付加価値向上等の取組を促進

消費者の理解を得ながら、⾷料の持続的な供給を実現

合理的な費⽤を考慮した価格形成

① コストの把握・明確化
② コストを考慮した取引の実施 等

持続的な⾷料システムの確⽴

① 農林漁業者との安定的な取引関係の確⽴
② 流通の合理化
③ 環境負荷低減等の促進
④ 消費者の選択への寄与
※ ①〜④には、技術の開発・利⽤の推進、事業再編を含む。
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また、協議会の下に「飲⽤⽜乳」、「⾖腐・納⾖」、「⽶」及び「野菜」の四つのワーキン
ググループを⽴ち上げ、実務に精通した取引担当者等による課題の分析等を⾏いました。 

飲⽤⽜乳の⼩売価格等の状況を⾒ると、令和4(2022)年春以降の⽣乳の⽣産コスト急増
に伴う乳価の引上げを除き、⼩売価格はほぼ横ばいになっています(図図表表  特特22--33)。また、
納⾖や⾖腐については、製造コストが増加しているものの、⼩売価格は⼤幅な上昇はなく
おおむね横ばいの状態が続いています(図図表表  特特22--44)。 

 
これらの状況等を踏まえて、「飲⽤⽜乳」及び「⾖腐・納⾖」のワーキンググループでは、

価格形成や取引における課題として、消費者の値頃感から納⼊価格が決定されやすいこと、
原材料費や製造コストが上がっても価格交渉を機動的に⾏うことができないこと、取引上
において⽣ずるリスク等を売り⼿側が負担していること等を挙げるとともに、消費者の値
上げに対する理解醸成のため、各段階のコストの明確化や付加価値の向上を図っていくこ
とが必要であることについて議論しました。 

また、「⽶」及び「野菜」のワーキンググループでは、取引やコストの実態等についての
議論を⾏いました。 

同協議会では、⽣産者や製造事業者の⽴場から、コストデータの収集・提供⽅法につい
ては検討が必要であること、売り⼿側の取引上の⽴場が弱くなるという意⾒が出されまし
た。他⽅、流通業者、⼩売業者及び消費者の⽴場からは、資材費上昇等の事情は理解して
おり、コストを指標化し、明確化することが必要であるという意⾒や、所得が増加しなけ
れば消費⾏動の変容が困難であるといった意⾒が出されました。 

農林⽔産省では、このような関係者からの意⾒を踏まえ、品⽬ごとのコスト構造や特徴
を検証しながら、実効性のある制度を構築していくことになりました。 
 
((持持続続的的なな⾷⾷料料シシスステテムムのの確確⽴⽴にに向向けけ、、付付加加価価値値向向上上のの取取組組をを促促進進))  

持続的な⾷料システムを確⽴するためには、費⽤を考慮した価格形成を促すだけでなく、
⽣産と消費をつなぐ重要な役割を果たしている⾷品事業者による付加価値向上の取組を促

図表 特2-3 飲⽤⽜乳の⼩売価格 

資料：総務省「⼩売物価統計調査」(東京都区部)、「家計調査」(全国・
品⽬分類・⼆⼈以上の世帯)を基に農林⽔産省作成 
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図表 特2-4 納⾖・⾖腐の⼩売価格 

資料：総務省「⼩売物価統計調査」(東京都区部)を基に農林⽔産省作成 
注：⾖腐の⼩売価格は、1kg当たりの価格を300g当たりの価格に換算
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進していくことが重要です。また、合理的な費⽤を考慮した価格形成の取組を消費者等に
理解してもらう上でも、これらの取組を促進することが求められます。 

農林⽔産省では、令和5(2023)年8⽉から、⾷料システムを構成する幅広い関係者が参加
して議論し、将来にわたって持続的な⾷料システムの実現に向けた施策を検討することを
⽬的として、「⾷品産業の持続的な発展に向けた検討会」を開催しています。 

同検討会では、⾷品産業の持続的な発展を図るため、環境、⼈権、健康・栄養への配慮
等の世界の潮流となっている取組、世界の⾷市場の確保、新たな需要の開拓、原材料の安
定調達、⾷品産業の⽣産性向上、⾷品産業の事業継続・労働⼒確保、⾷品分野の物流効率
化等について検討してきました。これまでの検討を踏まえ、令和6(2024)年8⽉に公表され
た「⾷品産業の持続的な発展に向けた対応⽅向(案）」では、農業と⾷品産業の連携強化、
環境負荷低減等の促進、技術の開発・利⽤の推進等による⾷品の付加価値向上等の取組に
ついて、合理的な費⽤を考慮した価格形成の取組と⼀体として進めることとされました。 
 
((⾷⾷品品産産業業のの持持続続的的なな発発展展とと合合理理的的なな費費⽤⽤をを考考慮慮ししたた価価格格形形成成ののたためめのの法法案案をを国国会会提提出出))  

農林⽔産省では、同協議会や同検討会での議論を踏まえ、合理的な費⽤を考慮した価格
形成と持続的な⾷料システムの確⽴を⼀体の取組として検討しました(図図表表  特特22--55)。 

 

 
 
これを受けて、政府は⾷品等の持続的な供給を実現するため、⾷品産業の持続的な発展

と合理的な費⽤を考慮した価格形成を内容とする「⾷品等の流通の合理化及び取引の適正
化に関する法律及び卸売市場法の⼀部を改正する法律案」(⾷料システム法案)を第217回通
常国会に提出しました。 

同法案では、⽬的規定に⾷料システムにおける⾷品等事業者の役割等を明記するととも
に、⾷品産業の持続的な発展を促すため、農林⽔産業と⾷品産業との連携強化、流通の合
理化、環境負荷の低減、消費者の選択⽀援等に計画的に取り組む⾷品等事業者の認定制度

図表 特2-5 合理的な費⽤を考慮した価格形成と持続的な⾷料システムの確⽴の⼀体的な検討 

資料：農林⽔産省作成 
 

￥￥
〇 合理的な費⽤を考慮した価格形成に関する議論では、単にコスト上昇による価格転嫁を促すばかりでなく、国産原材料の活⽤
や、有機農産物等を通じた環境負荷の抑制等により、付加価値の向上を併せて促進することを求める声。
〇 このため、合理的な費⽤を考慮した価格形成と、持続的な⾷料システムの確⽴を⼀体の取組として併せて検討。

合理的な費⽤を考慮した価格形成を実現 ⾷品の付加価値向上等の取組を促進
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① 農林漁業者との安定的な取引関係の確⽴
② 流通の合理化
③ 環境負荷低減等の促進
④ 消費者の選択への寄与
※ ①〜④には、技術の開発・利⽤の推進、事業再編を含む。
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また、協議会の下に「飲⽤⽜乳」、「⾖腐・納⾖」、「⽶」及び「野菜」の四つのワーキン
ググループを⽴ち上げ、実務に精通した取引担当者等による課題の分析等を⾏いました。 

飲⽤⽜乳の⼩売価格等の状況を⾒ると、令和4(2022)年春以降の⽣乳の⽣産コスト急増
に伴う乳価の引上げを除き、⼩売価格はほぼ横ばいになっています(図図表表  特特22--33)。また、
納⾖や⾖腐については、製造コストが増加しているものの、⼩売価格は⼤幅な上昇はなく
おおむね横ばいの状態が続いています(図図表表  特特22--44)。 

 
これらの状況等を踏まえて、「飲⽤⽜乳」及び「⾖腐・納⾖」のワーキンググループでは、

価格形成や取引における課題として、消費者の値頃感から納⼊価格が決定されやすいこと、
原材料費や製造コストが上がっても価格交渉を機動的に⾏うことができないこと、取引上
において⽣ずるリスク等を売り⼿側が負担していること等を挙げるとともに、消費者の値
上げに対する理解醸成のため、各段階のコストの明確化や付加価値の向上を図っていくこ
とが必要であることについて議論しました。 

また、「⽶」及び「野菜」のワーキンググループでは、取引やコストの実態等についての
議論を⾏いました。 

同協議会では、⽣産者や製造事業者の⽴場から、コストデータの収集・提供⽅法につい
ては検討が必要であること、売り⼿側の取引上の⽴場が弱くなるという意⾒が出されまし
た。他⽅、流通業者、⼩売業者及び消費者の⽴場からは、資材費上昇等の事情は理解して
おり、コストを指標化し、明確化することが必要であるという意⾒や、所得が増加しなけ
れば消費⾏動の変容が困難であるといった意⾒が出されました。 

農林⽔産省では、このような関係者からの意⾒を踏まえ、品⽬ごとのコスト構造や特徴
を検証しながら、実効性のある制度を構築していくことになりました。 
 
((持持続続的的なな⾷⾷料料シシスステテムムのの確確⽴⽴にに向向けけ、、付付加加価価値値向向上上のの取取組組をを促促進進))  

持続的な⾷料システムを確⽴するためには、費⽤を考慮した価格形成を促すだけでなく、
⽣産と消費をつなぐ重要な役割を果たしている⾷品事業者による付加価値向上の取組を促

図表 特2-3 飲⽤⽜乳の⼩売価格 

資料：総務省「⼩売物価統計調査」(東京都区部)、「家計調査」(全国・
品⽬分類・⼆⼈以上の世帯)を基に農林⽔産省作成 
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図表 特2-4 納⾖・⾖腐の⼩売価格 

資料：総務省「⼩売物価統計調査」(東京都区部)を基に農林⽔産省作成 
注：⾖腐の⼩売価格は、1kg当たりの価格を300g当たりの価格に換算
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((ココララムム))  消消費費者者のの値値上上げげにに対対すするる理理解解をを得得るるたためめ、、付付加加価価値値のの向向上上をを促促進進((佐佐賀賀県県))  
 
合理的な費⽤を考慮した⾷品の価格形成に当たっては、コスト上昇による価格転嫁を促すととも

に、消費者の値上げに対する理解を得るため、付加価値の向上も促進していく必要があります。 
佐賀県⿅島市

か し ま し
の合資会社光武

みつたけ
酒造場
しゅぞうじょう

では、地域資源の活⽤や、他社との差別化を図った独創的な
商品の提供を⾏うことで、付加価値の向上に取り組んでいます。例えば令和6(2024)年9⽉から販売を
開始した商品では、購⼊者が熟成前のジンを樽

たる
ごと購⼊し、熟成度合いを楽しみながら消費できると

いった商品⾃体の魅⼒に加え、町屋を活⽤した宿泊施設、酒蔵
さかぐら

ツアーやジン製造プロセス体験ができ
る蔵ツーリズム等の地域の魅⼒を活かした商品展開を⾏っています。また、幅広い世代に⼈気のある
様々なゲームやアニメ等とのコラボ商品も定期的に販売しており、消費後も装飾品として楽しめるよ
うボトルにも⼯夫を凝

こ
らすことで、商品の新たな価値の創出につながっています。 

同社は、原材料である⽶、かんしょや⼈件費の上昇を受け、令和4(2022)年に約8割の商品について
値上げを⾏いましたが、独⾃のブランディングが奏功

そうこう
し、値上げの影響を受けることなく、販売量は

順調に増加しています。 
 

町町屋屋をを利利⽤⽤ししたた宿宿泊泊施施設設  
資料：合資会社光武酒造場 

⼈⼈気気ココンンテテンンツツととののココララボボ商商品品  
資料：© Cygames, Inc. 
 

フフェェアアププラライイススププロロジジェェククトト  
URL： https://www.maff.go.jp/j/shokusan/fair-price-project/ 
 

 

を創設し、認定を受けた計画に対して、株式会社⽇本
にっぽん

政策
せいさく

⾦融
きんゆう

公庫
こ う こ

(以下「公庫」という。)
による⻑期低利融資等の⽀援措置、中⼩企業等経営強化法等との連携による税制特例の措
置を講ずることとしています。また、⾷品等の取引の適正化の強化を図るため、売り⼿と
買い⼿双⽅に対する努⼒義務の措置と努⼒義務についての判断基準(⾏動規範)の策定を⾏
い、取組が不⼗分な場合は農林⽔産⼤⾂による指導・助⾔、勧告・公表、公正取引委員会
への通知等の措置を講ずることとしています(図図表表  特特22--66)。また、取引において、消費者
の値頃感から、通常、費⽤について認識しにくい品⽬の指定や費⽤の指標を作成する団体
の認定、卸売市場における指標の公表等の措置も講ずることとしています。 

 

 
 

((33))  消消費費者者のの理理解解醸醸成成にに向向けけてて  
((フフェェアアププラライイススププロロジジェェククトトをを引引きき続続きき展展開開))  

持続的な⾷料システムの確⽴のためには、⽣産者等の売り⼿と⼩売業者等の買い⼿との
間でコストを考慮した取引が⾏われることに加え、消費者からコストの実態への理解や⽀
持を得ることが不可⽋です。 

このため農林⽔産省では、令和 5(2023)年度に引き続き、令和 6(2024)年度においても、
農林⽔産業の現状や今後の我が国の未来について考え、⽣産等の現場の実情やコスト⾼騰
の背景等を分かりやすく伝えるための情報発信を⾏う広報活動「フェアプライスプロジェ
クト」を継続して実施しています。同プロジェクトのウェブサイトでは、⽣産者のインタ
ビューのほか、⽣産者と消費者の間をつなぐ⾷品スーパーで価格を決めることの難しさを
描いた動画等を紹介しています。 
 
 

図表 特2-6 持続的な供給に要する費⽤を考慮した取引の適正化のための具体的措置 

資料：農林⽔産省作成 
 

【新たな仕組み】 需給や品質を基本としつつ、合理的な費⽤を「考慮」 〜規制的措置の導⼊〜

農林⽔産⼤⾂

判断基準
（省令で明確化）

努⼒義務

取組が不⼗分な場合

指導・助⾔ 勧告・公表※ 公正取引委員会への通知

※ 勧告に必要な限度において、報告徴収・⽴⼊検査（罰則あり）を実施。

取引実態調査

売り⼿

例）⽣産・製造に要する費⽤を把握。
例）変動した際、その⽔準や要因等を誠実に説明。
例）持続的な供給に資する商慣習の⾒直し等を提案・
協⼒。 等

• 持続的な供給に要する費⽤等の考慮を求める事由を⽰して協議の申出があった場合、誠実に協議
• 商慣習の⾒直し等の持続的な供給に資する取組の提案があった場合、検討・協⼒

買い⼿

例）協議に速やかに応諾。
例）どのように費⽤を考慮したのか、誠実に説明。
例）持続的な供給に資する商慣習の⾒直し等を提案・
協⼒。 等
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